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「教育経営」概念の実体性と有効性
堀内 孜
し問題の所在
「教育経営」という認は，著書，論文の題名はもとより，大学講座名，学会名においても広く用
いられてきている。この意味で，既に十分定著した語といえようが，それがどのような対象領域を
明定しでもち，またいかなる独自な意義をもっているかについては，必ずしも十分に明らかにされ
てはいなし」とりわけ，学校経営，教育行政等近似諸概念との関係においてはである。
だが，社会的事象に関する概念は，その厳密性と有効性とは必ずしも比例するものとはいえず，
「教育経営」概念が次第に多用されるに至った経緯はこのことを示している。つまり，組織的教育
の経営対象がわが留にあっては板めて幅鞍しており，この対象に即して経営概念を厳密にすればす
るほど，対象相互の関係が!認定化され p 事実関係を動態的に把握することが困難となり，ひいては
全体像を欠いた部分的認識に止まらざるをえない結果にもなってくる。「教育経営」概念を説明す
るに，誌のもつ意味やその構成，構造を明らかにする以上に，その必要性や背景が多く語られるの
(]) 
はこのことからF互角卒されよう。
こうした側面は，それなりに認められるとしても，一方においてその使用;1犬況に混乱があり，他
方において学向上の深化をいかに図っていくかに疑問が残る以上，他の諸概念との関係を意識しつ
つ「教育経営」概念を整理し，その使用上の意義と眼界一制約を明らかにすることは必要と思われ
る。本小論は，こうした「教育経営」概念の整理・検討を課題とするものであるが，その基本的視
点として次のこ点に留意することは重要と忠われる。即ち，第一一点としては I教育経営」概念の
もつ実体性であり，第二点はその使用上の有効性についてである。前者第一点は、事実としての経
営事象が I教育経営」にとっていかなる対象領域たりうるのか，逆にいえば「教育経営」概念を
1N成する実体は「教育」と「経営」のいかなる結合論理を内在しているか，の問題である。そして
後者第二点は I教育経営J に対し，より実体の明確な学校経営や教育行政をお1:して I教育経営」
概念を用いることの意義や有用性，有効性は何であり 3 その主主.張と第一点を重ねたi時寺 I教脊経恒官営c
概念が逆に適当カか、否カか、を検証することである O
以上二点を中心に検討していきたいが，それに先立ち言葉本来の吟味を少し加えておきたい。
「教育経営」を educationaladministration ，あるいは educationalmanagementの訳であるとすれば
それまでであるが，それにしても教育という社会事象や経営の制度，組織，人的諮問係は国民社会
において由有の枠組みをもち度関されている以上，問題は何らWi:i:Jとされるニとはなし ¥0 では最も寵
載に I教育」の「経営」と捉えた場合，この二つの誌が極めて日常的なものであるだけに，それ
として一定の共通イメージを与えてはくれるが 1教育」と「経J~υ が共に機能，作用概念である
だけに，両者の機能関係が1Jj題とされてくる。わが国においては「経'常」と「行政」が共にはmlli
istratiollを充てているところから概念上のi縞核関係が生じているが，実際の使い方において次のよ
うな特{致がiミ立められる o 1!jJち 1行政」がその機能領j或をもって形行されるのに対し， li経常」はその
対象組織をもって形容されることである。「教育行政」は「行政の一部門であり，教育について行
(2) 
なわれる行政である。」といわれるように 1農林h政」や「通産行政J， 1労働行政J とえ目置される
概念であり 1-1:]'政j の r_j は行政の機能領域を示し，特定の組織を示すものでないのが通例で
ある。これに対し 1-経営」は 1企業占経常」や「病院キあるいは「学校*.1:ll\~J として使われて
いるように 1ー」カ{~'-lÈ の組L*哉を示すのカf従来の用 ii百j去といえる。
「教育経営」に反って考えるならば，それは上記「行政j， 1経営」の用訟法から極めて特呉な、
ある意味で、は例外的なものであり，それだけにその liri新性」と「情動性」が同時に I~~î われる概念
といわざるをえなし」そして最も中心的問題は 1教育行政J が文部省や教育委員会といった行政
組織によって担われることと，その組織の経営 (1文部省経営j， 1教育委員会経営j) とが全く呉
なった次元の事柄であるように，教育組織体の経営 (1学校経営j， r公民館経営」等)と一定の組
織や制度の下における教育活動を組織化してし、く意味での「教育(活動)の経営」とを明確に識別
した上で 1教育経営」概念の実体性と有効性を明らかにすることにあるといえよう。
2.提起された f教青経営」概念
上述した「教育絞営」概念の二1Wlilを検討する前提として，それ自体がいかなる内実を付与され
て提起されたかを概観することは必要とされよう。「教育経営」という語自体は，多くの論者によ
って，また多くの書名として用いられてきたが，そのほとんど全てが明確な概念規定に基づくもの
ではなく，多くの場合「教育経営」をそのまま「学校経営」と置き換えても支障をきたすものでは
ない。それ故にここでは，諾自体の概念化を課題とする事典での説明と 1教育経営」概念自体の
検討を試みた論稿に限って採りあげていきたい。
(3) 
① 大島三男の概念提起
氏は、 1 973年段階において「教育経営ということばを一義的に規定することは，級めて国難」
としつつも、「おおまかには、学校教育をも含む諸種の教育機関である教育組織体において，学習
者の行動の変容を自ざして営まれる人的，物的、運営上のあらゆる教育活動を管理していくこと J
と捉え，更にこの「管理」を「教育組織体における教育目的達成のための人的，物的，運営上の諸
活動の組織化と考えられることが多しりと限定している。
そして，この経営対象として，従来教育の問題領域が水平的(場所Ü~) にも垂直的(時間的)に
も学校教育に偏する傾向が強かったのに対し 1学校教育，家庭教育， tl:会教育，企業内教育など
を含めた教育のトータルなシステム」および「社会的にも，個人的にも，これらの多様な形態の教
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7育守
また r教育経営営'がになう訪謀:題意識」として'第一に「教育を取り巻く社会IJ':JJ京境の変イヒJ.
に「国民の教育権をさらに積極的に保障しようとする視点からJ r公教育を支持し，保障しようと
するものとして，それを実現する教育組織体としての教育機関の組織化をl当る」という「近代公教
育1f編成への要求」を背景としていることが示されている。
当然ながら，氏は「教育経営」概念の生起一展開を整理して述べているのであるが，その意味内
容を肯定的に受けi上めての説明となっている。だがここには r教育経営」概念の実体性と有効性
において，全体としての 1愛昧さと一定の矛盾性が見出されざるをえなし、つまり，前述した経営概
念の従来の用誌は?に従えば r諸々の教育機関である教育部I.Mwf本」における経営を従苛'Il化したもの，
学校経営や公氏自立経営，博物館経営等々の，だがこれら相互の識別をあえて意識しない，総体を
「教育経常」を呼んでいるといえる。そしてその対象として，つまり経営対象としての「教育組織
体」として，学校や社会教育機関に加え家庭をあげているが，経常組織体としての家庭がし三かなる
実体を右するかという当然の疑問が不lujに付されている。
また「i課題意識」として ïT~ されたこ点については，そのこと自イ本寺されるべき内実としても，
それが何故に「教育経常」概念を必要とするのかに対ーする論理!的説明がなされているわけではなし'0
fl米の教育行政や学校経では，上記教育の諸場而が十分に結合づけて把振できないこと，吏に加
えて情報化社会やj卒業社会の高度化の;it渉により教育遅滞が生じてきていることが「教育経営」概
念やそれによる新たなトータル・システムを必要とする， というのがその恭本となっている。だが
先にあげ、た家庭教育も合めて，その主体構造がどのように変革されるべきかを欠いて論ずることは，
およそ妖味であるのみか，個々の実際的教育場H!iでの主体性，自主性がスポイルされる危険性も
決して看過できないところである。
(4 ) 
② ?i刊号重男の概念提起
氏はいち早く「教育経営」に立脚した教育システムのデザインを提1I日したことにおいて，先駆的
役割を担うことになったといえるが，その「教育経営」概念の意味するものは次のような特徴をも
っている。
まず「教育経営」の概念としては r多様化し，多元化している現代の教育主体・教育機能を全
体的にとらえ，それらを統合し，関連づけるという視点に立って，教育の経常を把出していこうと
する広義の概念」として捉え r家庭教育・学校教育・社会教育・企業内教育など，およそ社会の
あらゆる教育の営みを全体的にとらえ，また幼児教育から成人教育・高齢者教育にいたる全過程を
関連的・総合的に把握する教育の経営という視点」が強調される。そして従来の学校経営が単位学
校の内部経営に限定される「関じられた学校経営」であったことから r経営の主体や単位」を中
心に「関かれた学校経営J ~こ転じていくことが「教育経営」の志向するものと考えられている。 J't­
体的には「一定の教育行政単位を基礎にする数個の学校組織 (schoolsystem)における経常」が上
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記視点から求められ，それを学校経営の上位概念としての「教育経営」として位置づ、けんとしてい
る。
また，こうした視点や新しい「教育経営」概念が安誌される背景として次の二点を示している。
第一は「教育をめぐる急激な社会変動とのかかわり」であり，例えば「急激な都市化の進行に伴う
学校経営の現代化課題J が I教育条件の再編成J， I人口構造の変化と人々の生活問のJ広大に対決
すること_J， Iカリキュラム編成の問題」として考えられねばならないとする。そして第二は「生涯
教育の観点」であり I教育の全体的なシステムの再編成を志向し，とりわけ，そうした全体的な
システムのなかで学校教育のシステムとその機詑の在り方を!日j し、 ll~ していくうえで，一つの重要な
基本的視点、」として，それは位置づけられる。
こうした河野の「教育経営 J認識は，前記大島論と基本的に重なるものとはいえるが，より具体
的な概念枠組みを提示している点に特徴が認められる。つまり I教育経常」は学校経営との関係
で捉えられるものであり，後者の内部組織経営というクローズド・システムに対し，オープン・シ
ステムを特徴し，その設置単位を課題としつつも教育委員会の所掌地域を一つのトータル・システ
ムとした経営を意味するものとされる。またこの点から I教育経営」概念の必要性として I社会
変動J I生涯教育要請」という今日の教育の基本的な環境条件に対して， 1巨15JIj単位学校の内部組織
経営では十分に対応しえないことが主張されている。
河野の言わんとするところは，それなりに肯定的に理解できるものと忠われるが，唯一最大のIliJ
題は、何故に「教育経営」という用誌が必要なのか，ということである。一言でいえば，氏の主張
する教育の今日的状況への対応は，従来の教育行政が「地域教育行政」としてなすべき事柄であり，
教育委員会のこれ迄の在り方から十分に対ー応しえないならば，それは教育行政革新として課題設定
すべき事柄である。氏は種々の寄り或で，例えば教育課程の編成や生徒指導において ，1WI々 の学校の
取りお1みの必要性を述べている。つまりWiJ々の学校が主体的に取り組むべき問題が存在することを
前提としつつも，その解決により広い枠組みと視点が教育委員会単位ーで必要であると主張している
ものと理解できょう。とすればp それは従来の教育行政と学校経営の質の問題であり，とりわけ両
者の関係の fll]怒として捉えるべきである。というよりも，教育行政と学校経営という j~~~ なった二つ
の概念を用い，その主体構造、権限と機能を考察することをもってのみ，正しい解答がえられるも
のである。この両者の調和的状況をもって「教育経営」が成り立っとすれば，その限りにおいて否
定すべきではないかもしれないが，この時には「教育経営」は教育行政や学校経営と並べてその概
(5) 
念をrUJうべきものではなくなっているといわざるをえない。
(6) (7) 
③ 高野桂一，小鳥弘道の批判的検討
ここで検討するのは，上記大島，河野が積極的に「教育経営」概念を捉えているのとは異なり，
その批判的検討を試みた高野，小島両氏の所論である。この両氏の所論は、『日本教育経営学会紀
要』第 25巻の特集「日本における教育経営研究の成果と課題」に寄せられたもので I教育去を営」
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を冠した同学会のこれ迄の軌跡を踏まえたものと理解することができる。だが両氏とも，これ迄に
その著作，論文において「教育経営」を用いることがなく s ほぽ共通した認識枠組みをもつものと
いえる。このため，ここでは雨氏の所論を合わせて検討していきたし iO
まず i教育経営」概念の認識であるが，両氏ともそれが存在すること自体は百定せず，各々次
のように広狭両義に捉えている。高好は広義に「教育行政および学校をはじめとする諸棋の教育組
織体が，その教育呂，~ワ達成のために行う人的・物 ''}<J ・ n守政的条件および教育内容・方法的条件を整
備する活動の総体」を，また狭義には「学校をはじめとする諸種の教育組織体それぞれが自治的に
内部経営として行う諸条件の整備活動J (強調ー j京文)を「教育経営」として捉え，最狭義の概念と
して従来の学校経営と同義になることも沼保している。そして小島は広義に「教育実施機関がその
目的の実現に1つけて，教育そのものを組織するとともに，そのための条件を整備，連予?する自律(1せ
な活動」を，狭義に「教育課程，つまり内的事項にかかわる活動の経営」を「教育経営」概念とし
て提示している口
ここに示されているように，高野の狭義ないし最狭義と小島の広義概念はほぼ同じものであり，
それは従来の学校経営概念に重なるものといえる。そして高野の広義概念が学校等教育組織をも包
摂した教育行政レベルで、の条件幣備活動を一方において，小島の狭義概念が学校内部の教育課程経
常を他方において，位置づけるところから 3 従来の学校経営概念が示すところのものを中心に，三
つのレベルの実体をItij一線上に置いたものが:tiViかれている。上述したように，両氏にあっては自ら
が使う「教育経営」概念を示したものではなく，一般に使われる「教育経営」という誌を，その言
葉自体から捉えて容体的に整理したわけであり，その前提に両氏の批判的立場が措定されている。
この意味で、filj氏ともその「教育経営」概念が二量的性格をもって捉えられているといえるが，この
二重性は経営機能が発現される場所と機能の発現対象として理解できょう。そしてこの二つを一つ
にした時，両氏に共通するものとして，あえて「教育経営」概念を用いるなら，従来の経営概念が
組織の枠組みを前提としていたのに対し，その組織内部で、の経営機能の教育的性格を:tll:H、特定す
るものたるべきということが捉えられよう。小島のいう「教育課程経営」としての「教育経営」が
この点を端的に示しているし，高野が「教育経営という用語が台頭したもともとのいきさつには，
教育活動の条件整備を，よりいっそう教育のリアルな現実態(場面)に密着させてとらえ，よりい
っそう教育の本質-にそくして行うという意図や動機があった。学校をはじめとする教育現場こそが
教育経営の本源的な機能発生の場なのであり，教育行政の行う経営がまず第一義とされてはならな
いという意味においてであるoJ という場合も同様に受け止められる。
このように関氏とも，ある具体的な実体を捉える概念として積続的に「教育経営」概念を用いる
理由を主体的に有しておらず，いわばエトスの問題としてその意義が捉えられているともいえる。
-5-
3. r教青経営」概念の実体性
(7) 
これ;t~克Tf，見してきたように，そしてまた 1mの i論者'にも j毛通しているように r字文育主主件」なる ZZi
がいかなるF"J存，実体を手jー する概念であるかについては，税めてI愛i味なものとして捉えられている。
この意味で，教育事業，教育活動を経営してし、く実態，客観的状態が流動化，多捺化していく中に
おいて，まず包括的に「教育経常」という名を冠して全体を掌挺することも， 一つの方1告として認
められるかもしれなし」だが， lij述の大j入j，河野論と尚W}，小島i訟が，いわば「教育経J日_1概念を
お1:1文I'Jに捉えるか求心的にJjtえるかで鋭く対立;していたように，そしてまた「教育経営J1iJf究やそ
の方法論が課題として設定されるならば，そのことの問題性がこの概念の在り方に1ち返ってIt¥jわ
れることは当然、といえる。そしてこの場合，言葉本来の意味を厳密に捉えることが第一義的に求め
られ，その延長線上で，つまりそれから逸脱しない範IJfIで，概念と実体との整合化がIzlられること
が必要である。
言葉本来の!?!日出は既に冒頭で概1告示しておいたが r教育経営」は「教育」の「経営」であり，こ
の「教育」が「教育組織(体)J なのか「教育活動」なのかが問題とされる。従来の学校経営の場
合も， この「学校」が「学校組織(体)J か r学校j古動」かが1:1Jj還となりうるが，経常の通常の用
語法から前者として理解されているといえよう。つまり組織とはその内部の諸活動が集積されたも
のであり，学校経営を学校組織体の経営とした場合，そこには学校活動の経営が当然に合まれるこ
とになる。だが「教育経営」の場合，教育とし寸概念自体が組織を示すものではなく，作用，活動，
機能を示すものであるところから，こうした問題が生起せざるをえなし、そして結巣として，いか
なる教育活動(機能)をいかなる教育組織が担うかが前提的に問われることになり，焦点が定まら
ないまま全体がi凌昧なものとならざるをえないことになる。
このように「教育ー経営」概念はその言葉本来の1今味から実体を特定しない(できなしサ概念であ
り，特定化された組織(教育委員会，学校等)の直接的，あるいはより度般的な教育的機能の組織
化としてのみ意味を有するものといえる。だがこの場合にも，教育行政における指導行政や学校経
常における教育課程絞骨との関わりにおいて r教育経営」をあえて用いる意味が認められるか否
かは別の事柄の問題となる。そしてこの問題以上に重視されるべきは，ある組織における生産機能
と経営機能の関係である。 日IJち，学校においては児章・生徒に対する教育機能が生産機能で、あり，
このための条件弊世話機能が経営機能であるが r学校における教育経営」はこの教育活動と学校経
営活動を繋ぐものとして捉えられ，その解明(教育課程経営としても)は両者の関係を明らかにす
(8) 
ることによってのみ rïríì~ といえるからである。
「教育経常」概念の実体性については，それが特定しえないこと，また言葉との意味から特定す
べきではないこととして結論づ、けられねばならないが、大島・河野長命において主張されたその背景
や，高野・小島論においても i守宵された日本教育経営学会設立当時の課題意識は，この概念の実体
性とは7JIjに検討されるべきと忠われる。日IJち r教育経営」概念のもつ有効性についてである。
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4. i教育経営J概念の有効性
社会変2到動立功jへの新たな土対;j打
日のマクロな教7育言守之;1状i伏犬j況〉兄lを一j方iに， そして経営j活古動を教二育f汗7の本質にそくして行い， またi{~正常の独自性
自律性を擁立していくといった志向性を他方に置いて r教育経営J概念はその意義を主張されて
きた。勿論，これ迄述べてきたように r教育経営」が実体性を欠く概念であることから，このilij
19) 
若手は全くレベルの呉なる ~ìむ工的なものとして主張されている。むしろ小島が指摘するように r教
育経営 J をもって学校統???実体を抽象化し，その機能を教育行政に吸収してしまうことが意i却され
るならば，この両者は鋭く対立することにもなってくる。ここではこの問題にふれる余絡はないが，
_~ì企 ~\'li'1<]な各々の背崇や志向性にとって「教育経営」という誌が，いかなる意1本で‘有効で、あるのかを
検討したい。
第一の，マクロな教育状況への対)，i:.--については，そこに家庭教育やN.G. O. (Non-Governmental 
Organization)による社会教育をどう位置づけるかという 1l]題を苧みながらも，経常主体をより統
合し，一元化し，もって経常の高度化，効率化を I~I ることが志向されている。従来の)j日出去に従え
ば， トータルな教育の凶化を円泣きに，教育政策，教T~~HJIj}立運伝教育行政財政，そして学校経
IF~~ をー一元 i切に統jW~ifすることを，その{誌も去における「教育として i記i ることが課;芭とされて
いる。作かに上記各々の作用が日Jjの三葉で示されてきたのは，その主体術;iEゃfr:JTの貨がTEなって
いたからであり，社会変動や'1:_iJI教育要請にいかに付応すべきを課題とした 1寺，その全体楠:造の統
'W;ifはi将棋iーであり，効率性に欠けるといえよう。
この};I.川、ら，そしてこの意味において「教育経という用jiftを使うには，一定の有効性が認め
られないわけではなし、。だが_-_-つの由民社会における全ての教育ー作用，教育機能システムとして
統il壊することが， -ii_にMifrU!YJに古7ζされるか石かという問題だけでなく，資本il;!J社会における教育
の立事性Jjumからしても可能か汚かという!HJj芭が当然にIJ:_じてこざるをえなし」つまり，いくら
「教育経営」という用語でこれら総体の経J目'作用を示したとしても，実際にはその内部で公的教育
と私的教育が呉なった原理で展開され，また教育政策，教育行政，学校統合等と独自の経件作HJが
展開されざるをえないとするならば，その本来の有効性はなくなることになる。
新しいトータルな教育システムを構惣し 3 それを積1;~~n/j に JEI し、.j(t進しようとする場合，またこう
した展開を客観的に分析したり，批判的に捉えたりする場合にも，学校教育を il!1 Jに続々の教育が多
様なレベルで、統iWfされている実態を総合的に捉える用誌は、それとして必要であろう。だがこれに
「教育経営」を充てることは，これ迄の皮肉からしても用語法自体に1!l.f，fJHがあるのみならず，いっ
そうの混乱を招来しないとも限らなし王。この意味で上記実態を捉えるには r公教育(システム)経
(10) 
営」という用語が妥当と思われる。一一部否定的見解も表明されてはいるが、 r(近代)公教育」が資
本市Ij社会における教育の存在様式として，一つのトータル・システムを示す}府T有3計話iたることは}広Lくi認訟
められており!')， 現代における匡国j家 (公柏権:ブ力J) 定意、:志志が教育の抱組i織f化ヒにとどごう!院関主到!わるカか、という1約iUi説一lυ
ヒ i記課題意識も，この用語をもって定在化できるし，何よりも教育政策，教育H~-政，学校経営等の
関係構造分析が，この用語をもって正しく諜題設定できると考えるからである。
そして第二の，経営(とりわけ学校経営)において教育の論理を強誠する上での有効性について
は，実態としてそのほとんどが学卒交ま.;[:It~\~ の村モ内で用いられていることも出5 まえて r学十交(キ宏詰.)に
おける教育経営」としての「有効性」の問題であり，それも前述のようにあえていえば，この用計十
のJ受受におけるエトスの問題といえよう。この点といささかIZ'iJUして，学会名，研究会名，あるい
は大学の議出名としての「教育経/liむの有効性は，これ迄述べてきたように，このぷーが特定の実体
を表わさず r教育実に|英j わる組織経常」を/;j-%(とする}~\でのI!愛味さにこそ認められるものといえ
よう。これ迄検討してきた諸論においても r教育経営」を概念として検討するに「教育示17営」とい
う話を用いている場合もあるが，後者の「教育経営」は上記の意味において使われているものと翌日
解できる。大きくは直J妥的な教J受一学習はj係に It(Jわる内容・方法・技術と i玄日Uされる教育の組織化
領j或を扱う用語として[教育経営」が一定の共通理解をもっているならば、， (この意味で、厳密化す
れば前述の「公教育(システム)経営」となるが)，この l)j~りでの有効性は十分に認められるとい
えよう。
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